
置塩信雄教授略歴・業績目録

l略歴

1927. 1. 2神戸市兵庫区に生まれる

1939. 3 道場尋常小学校卒業

1944. 3 兵庫県立神戸商業学校 4年終了
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1947. 3 兵庫県神戸経済専門学校(神戸高商，現在の神戸商科大学)卒業

1950. 3 神戸経済大学(現在の神戸大学)卒業

1950. 4 神戸大学経i斉学部助手

1952. 8 神戸大学経済学部講~llí

1954.12 神戸大学経済学部助教授

1962. 3 経済:学|専士(学位論文 『労働生産性 ・利潤率及ぴ実質賃金率の

相互間連に閲する量的分析.1)

1964. 2 神戸大学・経済学部教授

1965. 4 連合王国 ・ケムブリッジ大学にて研究 (1966年 3月まで)

1966. 9 1:11固に学術祝祭訪問(同年10月まで)

1966.11 経済理論学会幹事(現在まで)

1973. 6 神戸大学評議員 (1975年 5月まで)

1976. 5 連合玉国 ・ケムブリッジ大学およびドイツ連邦共有Ir'F.l・ボッフ

ム大学にて研究と前義(同年 8月まで)

1977 .11 著書 『現代経済学Jで日続凶書文化賞受賞

1978. 4 日本学術会議会員(1988年 6月まで)

1979. 4 理論・計量経済学会会長 (1980年 3月まで)

1982.11 神戸大学経済:学部学部長 (1984年11月まで)

1985. 7 日本学術会議第三部(経済学)副部長(1988年 6月まで)

1986. 1 神戸大学経済経営研究所教授兼任

1990. 3 神戸大学を定年により退宵

1990. 4 神戸大学'名誉教授

1990. 4 大阪経済大苧経済学部教授

一著

1957. 2 

三主一一
匹ヨ

業績 目録

再生産の理論自IJ文社
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1965. 7 資本制経済の基礎理論 創文社(基) (増訂版 1978年 2月)

1967. 3 蓄積論筑摩書房(蓄) (第 2版 1976年 4汁)

1976. 1 近代経済学批判 有斐閣(批)

1977. 2 マルクス経済学一価値と価格の理論一 筑摩書房 (MI) 

1977. 7 現代経済学筑摩書房(現1)

1978.10 現代経済学の展開 東洋経済新報社(展)

1980.12 現代資本主義分析の課題 粁波書:庖 (課)

1986. 2 現代資本主義と経済学 子;波書庖(経)

1987.10 マルクス経済学II一資本蓄積の理論一 筑摩書房 (MII)

1988. 3 現代経済学II 筑摩書房(現II)

1992 "Business Cyc1es-Theories Numerical Simulation" Peter 

Lang Verlag 

1993 “Essays on Political Economy" Peter Lang Verlag (E) 

1993 経済学は今何を考えているか 大月書庖(考)

一共編著書-

1957.10 ケインズ経済学(新野幸次郎と芙若) 三一古房

1970 科学としての経済学(杉原四郎，尾上久雄と共編著) 有斐閣

1970 現代の経済 (杉原四郎， 尾上久雄と共編著) 有斐閣

1970 経済像の暦史と現代(杉原四郎，尾上久雄とさ~編著) 布斐聞

1981. 4 n本の鉄鋼業(石田和夫と共編著) 有斐悶

1982. 9 日本経済の民主的改革と社会主義の展望(共編梓) 大月書!古

1983. 7 H本経済の数量分析(野沢正徳と共編) 大月書庖

1987.12 経済理論と現代資本主義一 ノー ト交換によ る討論一 (伊藤誠 と

共著) 岩波書庖 (ノ ート )

1988. 2 景気循環ーその理論と数値解析一 (編著) 青木書庖(景)

1988. 5 経済学 (鶴出満彦，米田康彦と共著) 大月書底

1991. 2 マルクス ・シュムペーター ・ケインズ(小谷義次 ・池上淳 ・置

塩信雄共編著) 大月書庖

1992 “A Biographical Dictionary of Dissenting Economists" 

edi ted by P. Arestis and M. Sa wyer， Edward Elgar" 
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一研究論文

1950. 6 収束条件と Workingの問題 『近代経済理論研究』第 1巻第

1951.12 

1952.10 

2号(現 1) 

経済感応度について

生産力と有効需要

『国民経済雑誌J第84巻第 6号(展)

『国民経済雑誌』第86巻第 4号(展，報)

(森嶋 ・伊藤編 『リーデイングス経済成長論』創文社， 1970 

年所収)

1953. 5 一国における経済構造 神戸経済大学創立50周年記念論文集

1954. 4 交換論について 『国民経済雑誌J第89巻第 4号(批)

1954. 6 均衡発展の不安定d性 『季刊埋論経済学J第5巻第1，2号 (現1)

(森11鳥・伊藤編 『リーテ、イン グス経済成長論J官IJ文社，1970 

年所収)

1955. 3 価値と価格ー労働価値説と均衡価格論 神戸大学『経済学研

究j年報 1 (M 1) 

1955 Monopoly and the Rates of Profit， KER 1 (MII， E) 

1955. 7 価格 ・賃金 ・利潤 『国民経済雑誌J第92巻第 I号(基 ・増訂

版)

1956. 5 配率について 『経済評論J
1956.10 国民所得と労働 『国民経済雑誌』第94巻第 4号 (報)

1956 ヒックス 岸本 ・都留監修 『講座近代経済学批判J第 2巻，東

i羊経済新報十上所収(批)

1957. 6 利潤率均等化 と利潤率較差一独占論へのー準備 『季刊理論経

済学』第 8巻第1・2号 (MII)

1957.10 独占価格についての若干の問題 『経済評論.1 (MII) 

1957.12 総供給関数について 神戸大学 『経済学研究』年報 4 (現 1， 

報)

1958 Durable equipment and Equilibrium Growth， KER 4 (展， E) 

1958. 2 労働生産性と 実質賃金率 『国民経済雑誌J第97巻第 2号(基，

報)

1958. 5 賃金上昇・が利潤 と物価に及ぼす影響 『経済セミナ-.1

1958.12 不等価交換の実証福島大学『商学論集』第27巻第 3号 (M 1) 

1959. 6 総合雇用係数 ・総合輸入係数の算定 『国民経済雑誌』第99巻

第 6号
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1959.10 剰余価値率の測定 一橋大学 『経済研究』第10巻第 4号. (M 1) 

1959.11 階級対立のー表現としてのインフレーション 『国民経済雑誌』

第100巻第 5号 (現 1， 報)

1960. 2 実質賃金率と雇用 「経済評論』

1960. 6 W age-Price Spiralについて 『季刊理論経済学』第11巻第 1，

2号(基 ・増訂版，報)

1960. 8 資本家的均衡と労働者的均衡 『経済セミナーj(者1¥留重人編

I近代経済学論集』河，'-B書房新社， 1960年所収) (基)

1960. 9 経済均衡について 『税経セミナ-j(批)

1960.11 経済成長について 『税粧セミナー』

1960.12 技術変化と雇用 『回民経済雑誌』第102巻第 6号(現I)

1960 実質賃金率決定のー側耐 神戸大学 『経済学研究J年制 7 (現

II) 

1961. 6 雇nJと賃金 『近代経済学講座 2 国民所得の理論』有斐閣，

第6章所収

1961. 7 均等利潤率の存在と成立 『季刊理論経済学』第12巻第 1号

(基，展)

1961. 8 水谷博士一学説と人 『国民経済雑誌j第104巻第 2与す(水谷先

生退官記念) (松田和久 ・後尾哲也と共同)

1961. 8 自然価格の安定性 『凶民経済雑誌』第104巻第 2号(展)

1961. 9 労働生産性 ・手IJi問率及び実質賃金率の相互間連に|刻する量的分

析 学位論文(基， M 1) 

1961 Technical Changes and the Rate of Profit， KER 7 (M II， 

1， G， E) 

1962. 5 技術変化と物価 rl玉|民経済雑誌』第105巻第 5号(現 1) 

1962.11 現代経済学とケインズ経済学 『経済セミナーJ(批)

1963 A Mathematical Note on Marxian Theorems， Weltwirtschaftlich白

Archiv第91巻第 2ザ (MI，G， E) 

1963. 5 利潤率傾向的低下法則」について 『国民経済雑誌』第107巻

1963. 5 

1963. 5 

第 5号(基)

実質賃金率の決定

合理化と利潤率

『季|刊理論経済学』第13巻第 3号(基，報)

『経i斉評論』

1964 Instability of I-Iarrocl=Domar' s Steacly Growth， KER 10 
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(現 1， E) 

1964. 4 平均利潤率について 『国民経済雑誌j第109巻第 4号(基 ・増

訂版)

1964. 5 生産価格と市場価格 『資本論議座 4.1青木喜庖 第一編II第

2章 価格論

1964. 5 利潤率の傾向的低下の法見資本論議座 4.1青木書庖第二編

II 第 1主主 利潤率の傾向的低落の法則

1964. 7 資本蓄積と実質賃金率 ・技術変化 神戸大学 『経済学研究』年

報ll(基)

1964. 11 N . Kaldorの均衡成長論について 『国民経済雑誌』第110巻

第 5号(展，報)

1965. 2 均衡発展の現実性と持続性 『国民経済雑誌』第111巻第 2号

(展)

1965. 4 新古典派成長論批判 『経済評論.1 (批)

1965. 6 ケインズ「雇用理論」の批判 「経済.1 (蓄 ・第 l版，経)

1965. 8 N.カルドアの均衡成長モデル 『季刊理論経済学』第15巻第

3号(現 1)

1965.10 ロビンソンの演習問題 神戸商科大学経済研究所 「神戸商大論

集J第17巻第 4号 山田一雄先生退官記念(展)

1965 賃金と物価 経済理論学会年報第 3集『現代資本主義と物価』

青木書庖(報)

1966. 3 有限な耐用年数をもっ生産設備と計画的拡大再生産 『季刊理

論経済学j第16巻第 2号(展)

1966. 8 新古典派成長論とケインズ理論 「経済評論.1 (経)

1966 Technical Choice under Full Employment 111 A Socialist 

Economy， Economic J ournal第76巻 Sep.(E) 

1967 011 Mr. N KaJdor' s Growth Model KER 13 

1967. 5 均衡経路の不安定性- 2部門分割の場合一 『匡|民経済雑誌J
第115巻第 5号(現 1)

1967. 5 国家独占資本主義と資本破壊 『思想.1 (MII) 

1967. 5 r資本論」と現代ブルジョア経済学 『経済』臨時増刊 (批)

1967 Technical Choice and Planning Price， Australial1 Ecol1omic 

Paper第 6巻第 8号 June(E) 
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1967 雇用と賃金 『近代経済学講座 国民所得の理論.J， 有斐問所収

(展)

1968. 5 不均衡累積過程における各部門利潤率と部門比率の運動 『国

民経済雑誌』第117巻第 5号(現 1) 

1968.10 不安定性の論理神戸大学 『経済学研究J年報15(現 1) 

1969. 4 技術進歩と廃棄過程 一橋大学 『経済研究』第20巻第 2号・(現

1) 

1969. 6 技術進歩の型と発展の持続性 『国民経済雑誌』第119巻第 6号

(現 1) 

経済学の課題と展望

経済学の課題と方法

めに.1 (経)

1970. 6 計画期間と技術選択 『国民経済雑誌』第121巻第 6号(展)

1970. 6 ブルジョア経済学における再生産論 ・蓄積論批判 『経済.1 (批)

1970 An Extension of a Discrete Version of Pontryagin' s Maximwll 

Principle and its simple Applications， KER 16 (E) 

1970 離散型最大原理の拡張 神戸大学 『経済学研究』年報17(展)

1971.11 実質賃金率決定における労働市場と商品市場の役割 『国民経

済雑誌』第124巻第 5号(現 1) 

1971 自然制御と現代資本主義 別冊 『経済評論J第 5号(蓄 ・第 2

版，経)

1972 科学技術の現代的位置 別冊 『経済評論』第8号(春期号)

1972. 8 ['資本係数jの傾向的運動について K.Marxの諸説をめぐっ

て一 広島大学 『政経論叢J第22巻第 2号(北林先生退官記

『日本の科学者j第4巻第 1号

『国民経済雑誌』別IlfJr経済学研究のた

1969. 7 

1970. 4 

1972 .11 拡大再生産 ・利潤率 ・固定資本 『匡|民経済雑誌』第126巻第 5

ロす

1972 A Formal Proof of Marx' s two Theorems， KER 18 (M II， 

1， E) 

1972 マルクスの生産価格論について 神戸大学 『経済学研究』年報19

(M 1 ) 

1973. 8 マルクスの「転化J手続きの収束性 『季刊理論経済学』第24

巻第 2号 (M1 ) 
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1973. 8 相対的過剰人口の論証 『経済.1 (蓄 ・第2版，MII)

1973. 9 一つの練習問題 :生産 ・汚染 ・生存 『国民経済雑誌』第125巻

第3号(展)

1973.10 新古典派成長論の政策的合意 『立命館経済学』第22巻第3・4合

併号(建林先生退官記念) (批)

1973.11 投下労働量と 固定設備 rliil民経済雑誌J第128巻第 5号 (M1) 

1974. 2 新古典派成長論の検討 rl玉|民経済雑誌』第129巻第 2号(批)

1974. 7 ケインズ的政策の帰結 『経済セミナ-J
1974 現代における生産力と生産凶係 神戸大学『経済学研究J年報21

(謀)

1974 Value and Production-Price， KER 20 

1974 A Formal Proof of Marx' s two Theorems: Reply， KER 20 

1974 生辰イIlIi絡 ・利潤率 『経済学の現代的課題』 ミネルヴァ書房，

柴田敬記念論集 (M1) 

1974 相戸、]t1(J過剰人 口の累進的生産の論証 経済理論学会年制11集

「引代資本主義とインフレーシ ョンj青木書庖 0¥111，報)

1975. 1 生産の tlme-pa tternと恒常成長 「国民経済雑誌』第131巻第

l号(現 1) 

1975. 2 固定資本と拡大再牛産 r!:EI民経済雑誌』第131巻第 2号 (MII)

1975. 5 投資の中断に関する定理 rl王|民経済雑誌J第131巻第 5号(松

田平u久と }I、同)

1975. 8 利il司と 剰余労働 固定資本を考慮して一 『季刊埋論持済学』

第26巻第 2号(rl'谷武と女同) (MII) 

1975. 9 順調拡大再ノt産経路と均衡蓄積軌道 n~1民経済雑誌』 第 132巻

第3号 (MII)

1975 Fixed Capital and Extended Reproduction， KER 21 (E) 

1976. 7 マルクスの基本命題一結合生産を考慮して一 『国民経済雑誌』

第134巻第 l号 (M1) 

1976. 7 現代資本主義と近代経済学 『科学 と思想j(経)

1976.11 利潤率の意義について 『国民経済雑誌』第134巻第 5号(現II)

1976 Marxian Fundamental Theorem W ochum大学での講義，

June (M 1 ) 

1976 Marxian Fundamental Theorem: J oint-Production Case， 
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KER 22 (E) 

1977. 4 利潤率の概念と資本維持 『匡|民経済雑誌』第135巻第 4号(現

II) 

1977. 6 科学としての経済学 『経済セミナー.1 (経)

1977. 7 マルクスの再生産表式論について 『匡|民経済雑誌j第136巻第

I号 (MII)

1977 Notes on Technical Progress and Capitalist Society， Cam-

bridge Journal of Economics 1 (MII， 1， E，考)

1977 Theorems of Investment Truncation， ASBK (松田和久と共

同) (E) 

1977 Inflation as an Expression of Class Antagonism， KER 23 

(E) 

1978. 4 経済の民主的改革をめぐる若干の問題 『科学 と思想.1 (経)

1978 マルクスが現代に提起するも の 『経済セミナー』臨時増刊

「マルクス経済学のすべてJ(経)

1978. 9 上方転換のー契機について 『同民経済雑誌J第138巻第 3す

(現II)

1978 Three Topics on Marxian Fundamental Theorems， KER 24 

(北野正一，中谷武と共同)(M 1， E) 

1978 再生産と同家財政 林栄夫先生論文集 『現代財政論の再検討j，

有斐問(経)

1979.10 マネタリズムの理論構造 一橋大学 『経済研究j第30巻第 4号

(現II)

1980. 1 マネタリストの blackbox 国民経済雑誌』第141巻第 l号

(現II)

1980. 4 「自然失業率」について 『季-1'1)理論経済学』第31巻第 1号

(経，報)

1980.10 スタグプレーションの発生メカニズム 『経済セミナ-.1 (現II)

1980 現代のスタグフレーション 大阪府日本科学者会議 『現代の世

界経済と H本経済.1 (上)大月害百(経)

1981. 8 技術選択に関する足立英之教授の命題について 『国民経済雑

誌』第144巻第 2号

1982. 2 分配問題の理論と課題 『経済セミナー.1 (経)
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1982.12 マルクス経済学の者干の問題一宇野理論によせて一 『社会科

学の方法』第15巻第152号 お茶の水書房(考)

1982.12 経済学における「次元」の問題 rlfl民経済雑誌』第146巻第 6

号 (現II)

1982 Dimensional Analysis in Econol11ics， KER 28 (E) 

1982 経済分析における微分方程式と定差方程式の援用について 神

戸大学 『経済学研究』年報29(現II)

1983 ケインズとマルクス- f資本論j対 『一般理論j r経済セミ

ナ-.15JIJ冊「ケインズ生誕100年J(経， T) 

1983.12 ケインズ 『一般理論』第10章への註解 『国民経済雑誌』第148

巻第 6号(呪II)

1984. 9 現代資本主義と 『資本論』 経済理論学会年報第21集 rr資本論』

の現代的意義J青木喜底(報)

1984.12 ハロッドの動学再考 『国民経済雑誌』第150巻第 6号(現II)

1984 The Decision of New Investl11ent， Technique and Rate of 
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